
2016年（平成28年）8月1日（月）　毎月2回1日・15日発行 定価1日号300円・15日号200円（会員の購読料は会費に含む） （昭和63年3月23日第三種郵便認可）（1）

2016.8.1 
No.876

立ち止まって懸念を払拭
理事会終了後の会見で吉村理事長は

「ここは立ち止まって地域医療への懸
念を払拭できるよう、機構と学会が連
携して問題点を改善し、2018年度をめ
どに一斉にスタートすることを目指
す」と報告した。あわせて「2017年度
については、研修医や国民の混乱を回
避するため、各学会が責任をもって制
度を運用する。ただ機構としては既存
のプログラムの実施を要望する」と述
べた。
新たなプログラムで研修を開始する
学会には、地域医療に十分配慮するこ
とを要請した上で、暫定的なプログラ
ムとして研修を開始することを認める
考えだ。例えば、それぞれの診療領域
の募集人数を実績の 1.2倍程度にする
などの対応が必要とした。
総合診療専門医については、「研修
医の混乱を防ぐため新たな方策を考え
たい」と述べたが、具体的な内容は示
さなかった。
また、専門医のあり方を検討する方
針を示した。将来の人口や疾病構造を
勘案して、領域別の専門医の数やある
べき専門医の姿について、「大局的な
大方針」を描くとしている。検討内容
には、研修施設の認定や総合診療専門
医の位置づけ、いわゆるダブルライセ
ンス問題、専門医を取得しない選択肢
も含まれ、専門医制度のあり方につい
て基本的な方向を定めることになる。
これらの方針は、７月 25日の社員
総会に報告され承認された。なお、社
員総会では、日本医学会連合の推薦枠
で欠員となっていた１名が承認され、
東京大学大学院医学系研究科教授の南
学正臣氏が理事に加わった。

学会の対応に多くの懸念残る
当日は、19の基本診療領域の学会が
参加する基本診療領域連絡協議会を開
き、各学会の考える地域医療への配慮
についてヒアリングを行った。引き続
き「新たな検討の場」（専門医研修プロ
グラムと地域医療にかかわる新たな検
討委員会・仮称）を開き、各学会の対
応を踏まえて協議した。検討委員会に
は、学会推薦の理事は参加せず、公衆
衛生の専門家として、地域医療機能推
進機構（JCHO）の尾身茂理事長が加わ
っている。
検討委員会で各学会の対応を吟味し
た結果、「各診療領域は地域医療に配
慮しているが、いろいろな問題がある
こともわかった」（吉村理事長）。
最も問題とされたのは、初期臨床研
修を終えた 8,000～ 9,000人の医師に対
し、新制度における研修医である「専
攻医」の募集枠が２倍以上に及ぶこと。
「専攻医の分捕り合戦のような状態」
になっており、放置すれば都会に医師

が集中するのは明らかだ。
また、指導医の要件が厳しく研修施
設になれないケースが見られる。研修
施設の認定基準が厳しいプログラムに
ついて、要件を緩める方向が示された。
吉村理事長は、「指導医の基準を考慮
するなどして、よりたくさんの病院が
参加できるよう工夫する」と述べた。

新専門医制度をめぐる経緯
新たな専門医制度は、2013年の「専
門医の在り方に関する検討会報告」以
来、日本専門医機構において準備が進
められてきたが、制度設計の概要が明
らかになると、地域医療の現場から不
安の声が高まった。日本医師会の横倉
義武会長は２月 17日、来年４月から
開始することに懸念を表明。翌日の社
会保障審議会・医療部会では、「拙速
な開始は地域医療に混乱をもたらす」、
「医療崩壊が再来する」など、見直し
を求める意見が相次いだ。
これを受けて厚労省は医療部会の下
に、「専門医の在り方に関する専門委
員会」を設置。来年度の開始を延期す
ることも含め、議論が始まった。専門
委では、機構のガバナンスの問題に対
する指摘も多く出された。
専門委員会で十分な議論がないまま
第２回会合で、地域医療への影響を避
けるため「専攻医」の募集枠に制限を

設けるなどの委員長提案が出され「試
行的な運用」として制度を開始する方
向で議論が進み始めたため、地域医療
を代表する委員が不満を表明。委員と
して出席した全日病の西澤会長は、専
門医機構の組織が脆弱なままでは混乱
は明らかとし、「医療関係者でしっか
り議論する」ことを主張した。
四病院団体協議会と日医は６月７日、
機構と各学会に対する要望を発表。改
めて新制度への懸念を表明するととも
に、各学会のプログラムを精査するた
め、新たな「検討の場」を設置するこ
とを求めた。
これを受けて塩崎恭久厚生労働大臣
が談話を発表した。大臣談話は、四病
協と日医の要望の趣旨を十分理解する
とした上で、「一度立ち止まって検討
の場を設け、医師の偏在が深刻化しな
いかどうか集中的な精査を行う」こと
を求めた。この談話は重く受け止めら
れ、その後の流れを決めることになっ
た。

機構は６月末に役員の改選期を迎え、
６月 27日の社員総会で新たな理事を
選出し、池田康夫理事長は退任した。
選出された理事 24名のうち、再任は 4
人にとどまり、機構の執行部は刷新さ
れた。それまで四病協の理事は１名だ
けだったが、１名増員し、全日病の神
野正博副会長と日本精神科病院協会の
森隆夫常任理事が理事に就任した。
専門医機構の理事に就任した神野副
会長は、７月 11日の四病協・総合部
会で、新専門医制度に対する基本認識
を示している（表１）。病院のあり方委
員会の議論を経てまとめられたもので、
機構と各学会の役割分担など制度のあ
るべき姿について考え方を示している。
神野副会長は、この基本認識に沿って
専門医機構の理事会で発言。「一度立
ち止まって、新専門医制度の見直しを
行う」ことを主張するとともに、専門
医機構の基本姿勢について議論を展開。
あるべき新専門医制度のの実現に向け
て尽力している。

新専門医制度は2018年度から一斉にスタート
2017年度は既存プログラムの実施を要請

日本専門医機構（吉村博邦理事長）は７月 20日に理事会を開き、当初予定して
いた 2017年度からの新専門医制度の実施を１年遅らせ、2018年度から一斉に
スタートする方針を決めた。また、専門医制度のあり方を根本から検討するため、
引き続き議論する方針も決めた。専門医機構は、これらの方針を７月 25日の社
員総会に報告し、了承を得た。

日本専門医機構

理事会終了後の会見に臨む吉村理事長（中央）と山下副理事長（左）と松原副理事長（右）

●日本専門医機構の新執行部

理事長
吉村博邦 北里大学名誉教授

副理事長
山下英俊 山形大学医学部長
松原謙二 日本医師会副会長

理事
市川智彦 千葉大学大学院医学研究院泌尿器科学教授
稲垣暢也 京都大医学部附属病院長
岩本幸英 労働者健康安全機構九州労災病院病院長
木村壯介 日本医療安全調査機構常務理事
桐野髙明 東京大学名誉教授
國土典宏 東京大学肝胆膵外科人工臓器移植外科学教授
神野正博 全日本病院協会副会長
羽鳥裕 日本医師会常任理事
森隆夫 日本精神科病院協会常務理事
井戸敏三 兵庫県知事
遠藤久夫 学習院大学経済学部教授
花井十伍 中央社会保険医療協議会委員
寺野彰 日本私立医科大学協会会長
小林誠一郎 岩手医科大学副学長
神庭重信 九州大学大学院医学研究院精神病態医学教授
渡辺毅 福島労災病院病院長
豊田郁子 新葛飾病院セーフティーマネージャー
北川昌伸 東京医科歯科大学包括病理学分野教授
本田浩 日本医学放射線学会理事長
柳田素子 京都大学大学院医学研究科腎臓内科学教授
邉見公雄 全国自治体病院協議会会長
南学正臣 東京大学大学院医学系研究科教授

表１　新専門医制度に対する基本認識
四病院団体協議会 神野正博（全日本病院協会副会長）

日本の医療提供体制の視点、国民的視点に立って、専門医の
確保と質の担保は必須である。専門医は専門性を発揮すべきこと
は言うまでもない。しかし、非専門医を排除するものであっては
ならないし、決して専門医が上に立つものではない。専門医は、
コンサルテーション時に専門的な知識・技術のもとで専門性を発
揮すべきものと考える。

１�．新専門医制度は、一度立ち止まり、新理事のもとで、見直し
が必要である。

２�．本質的に機構の仕事は、これまで学会が進めてきた制度（こ
こでいう、制度には研修プログラムとともに指導医、研修施設
の基準を含む）の認証を主とすべきであり、機構が主体的、直
接的に専門医を認証すべきではない。ただし、これまでの学会
とは別に機構内で作業を進めてきた新たな総合診療専門医の
みは、現時点で機構の所管とすべきである。

３�．各領域の専門医基幹研修施設の認定は、外形標準を明確に
した上で、基準を満たしたものに対しては、理由なく排除して
はならない。

４�．医師の引き上げなど地域医療の崩壊論議と専門医制度を関連
付けるべきではない。医師の需給問題、（診療科と地域）偏在問
題が先であり、その中で、専門医制度を議論すべきである。

５�．医師の生涯時間の中で専門医の重複、いわゆるダブルライセ
ンス取得は、排除するべきではない。

６�．専門医を取得しない選択も明確にすべきである。（当然のこと
ながら、全医師が専門医になることはナンセンスである）

「清話抄」は２面に掲載しました。
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2018年度には、第７次医療計画、第
７期介護保険事業計画が開始され、更
に診療報酬・介護報酬の同時改定が行
われる。消費税率 10％への引上げが延
期されたことにより、財源確保の目途が
立たないとして、次期改定への影響は
避けられないであろう。
今年中に、厚生労働省の検討会に
おいて医療計画基本方針が定められる。
それに基づいて都道府県単位で医療計
画が作成されるのであるが、地域医療
構想を踏まえて、これまでの医療計画よ

今後の医療費抑制策への心構え

り実効性の高いものとして位置付けされ
ているので、かなり厳しい対応を迫られ
ることが予想される。
その地域医療構想であるが、私の県
では高度急性期、急性期は、医療機関
所在地ベースで、回復期、慢性期は患
者住所地ベースで計算されている。県
全体で約1,380床（23.7%）の減少となる。
内訳は高度急性期、急性期の病床約
1,700床（44％）の減、回復期の病床約
720床（119％）の増、慢性期約 390床（29
％）の減である。

一般的には回復期が少ないと言われ
ている。地域包括ケア病床は回復期と
いわれているが、問題は緩和ケア病床
や、地域包括ケア病棟をどのジャンルに
入れるか報告者の裁量に委ねている点
である。このあいまいさを是正しなけ
れば、正しい数字は出てこない。急性
期の病床稼働率は 70％台であり、病床
数の 22～ 26％は空床となっているので、
すでに減少しているとみなす方がよい。
診療報酬改定と人口減少により、自然
に必要病床数へ近づくものと思われる。
在院日数を短縮すればする程、空床
ができる。公的病院もしかりで、空床
のベッドを地域包括ケア病棟に転換す
るのは公的病院のあり方の問題でもあ

り、モラルの問題でもある。地域医療
構想を考える時、官と民の競争の形態
が浮き彫りにされ、本来ならば、連携
推進の姿が望ましいのだが、この状況
では対処のしようがない。
療養病床のあり方についても、すべ
ての改革は人口減少と共に少子高齢化
社会がベースにあり、医療費抑制策と
いう糸ですべてが繋がっていることを認
識すべきだ。
2016年度診療報酬改定で７対１入院
基本料を減らすための策が講じられて
いるが、目標を下回れば、2018年度の
改定ではさらにハードルが高くなり、厳
しさを増すだろう。

（SH）

厚生労働省の社会保障審議会・医療
保険部会（遠藤久夫部会長）が７月 14
日に開かれ、６月２日に閣議決定され
た骨太方針 2016と規制改革実施計画
を中心に、医療保険制度改革の内容を
確認するとともに、高額療養費制度や
高齢者の自己負担について意見交換し
た。
部会では厚労省が、骨太方針 2016
に盛り込まれた医療保険関係の内容を
紹介。昨年の「経済・財政再生計画」
に掲げられた社会保障分野の 44項目
について工程表にそって着実に実行し
ていくことを説明した。
改革工程表は 2016年末までに高額
療養費制度見直しについて、2018年度
末までに後期高齢者の窓口負担の在り
方について結論を出すスケジュールを
示している。部会では 75歳以上の高
齢者に２割負担を求める意見や、高額
療養費制度の 70歳以上の外来特例の
撤廃を主張する意見があった一方、低
所得者への配慮を求める意見もあった。
医療費適正化計画は、都道府県ごと
に医療費の水準や医療提供に関する目

審査支払機関の在り方について規制
改革実施計画は、「診療報酬の審査の
在り方をゼロベースで見直す」として、
①検討組織を設置し、②社会保険及び
国保のレセプト情報の共有化と点検条
件の統一化を含む審査のあり方の見直
しを行い、③支払基金が担っている業
務とその具体的な組織・体制等のあり
方を見直すべきとし、2016年夏を目処
に方針を整理し、2016年内に結論を得
てすみやかに措置するよう求めている。
厚労省は検討のため、４月に「デー
タヘルス時代の質の高い医療の実現に
向けた有識者検討会」を立ち上げてお
り、７月８日には①審査支払機関間や

標を設定する方針が示されている。昨
年の骨太方針 2015では、「2015年度中
に目標設定のための標準的な算定方式
を示す」としていたが、骨太方針 2016
では、「入院医療費と入院外医療費の
具体的な推計方法及び医療費適正化に
係る具体的な取組み内容を本年夏頃ま
でに示す」と記載した。
医療費の増加要因や地域差の分析に
ついて、「更なる分析を進める」とした
上で、「医療・介護の総合的な対策を
推進するために、双方のデータを連結
した分析を進める」とし、拡充したナ
ショナルデータベース（NDB）のサー
バーの活用を進める考えを示した。
また、保険者におけるデータ活用の
取組みも進める方向だ。データに基づ
く保健事業を意味するデータヘルスに
ついて、「保険者によるデータの集約・
分析や保健事業の共同実施等を支援す
る」と明記。ビッグデータを活用した
新たな保険者支援サービスについて、
「ICT時代にふさわしい審査支払機関
の在り方の議論を踏まえて検討する」
とした。

地域の審査の差異をどのように「見え
る化」するか② ICTを活用した審査基
準の統一化をどう進めるか③支払基金
と国保連レセプトデータの連結等につ
いてどう考えるか④保険者機能の推進
と地域包括ケア推進のために審査支払
機関等のデータをどのように活用でき
るかなど、議論すべき論点を整理。年
内に結論を出す予定となっている。
このように、審査支払機関の見直し
は、レセプト審査の合理化・効率化だ
けでなく、そこに蓄積される医療と介
護のビッグデータを保険者に提供し、
今後のデータヘルスに活かしていくと
いう目的でも進められている。

骨太方針2016に基づき年内の医療保険改革を議論
保険者によるデータ活用を検討厚生労働省・医療保険部会

地域包括ワークシステム

2014年の日本の 65歳以上の高齢者
の就労率は 20.8％で、主要国に比較し
て最も高い。15歳以上の就業者総数に
占める割合も年々増加し 10.7％を占め

る。平均寿命が 80歳以上となった現
在、１億総活躍、生涯現役を実現して、
労働力不足を補い尚且つ収入の適正化、
社会保障の下支えを目指すために、高
齢者雇用は重要である。高齢者が働く
理由の 31.6％は「自分の都合のよい時
間に働きたい」、20.5％は「家計の補助」
だという。「専門的な技能を生かせる
から」は 14.9％に過ぎない。雇用する
側の高齢者雇用に対する意識改革と同
時に、高齢者自身も定年後の就労に備
えて健康管理、資格の取得、専門技術

の習得等の準備をしておくことが必要
であろう。
そこで地域における病院・施設の役
割の一つに、積極的に高齢者雇用、高
齢者ボランティアの養成を進めること、
高齢者予備軍の地域住民が介護関連の
技術や資格を取るための教育研修に協
力すること、介護予防だけではなく健
康で働き続けることを目的とする予
防・医療ケアを提供することなどが挙
げられる。住み慣れた自宅の近くで雇
用と生きがいを作り、できることで可

能な時間だけ働いて、経済的にも、精
神的にも豊かになる、これが地域包括
ワークシステムではないか。
定年退職後、認知症と診断された看
護師が当法人のデイケアでボランティ
アとして協力してくれている。認知機
能もやや改善し、何より生きがいがで
き周囲に勇気を与える存在となってい
る。心身に多少の不具合が起こっても
何らかの技能や資格を生かし地域で役
立って暮らせるようにできればと思う。

（宮地千尋）

厚労省が「回復期への転換を妨げない診療報酬が必要」と表明
「経済・財政一体改革推進委員会」社会保障ＷＧ

経済財政諮問会議の「経済・財政一
体改革推進委員会」の下に置かれてい
る社会保障ワーキンググループ（榊原
定征主査）は７月 11�日、2017年度予
算における社会保障関係費の考え方を
確認した。来年度予算概算要求の時点
では自然増を計上するが、12月の予算
案決定時には医療・介護の制度改正で
抑制を図り、社会保障関係費を圧縮す
るとした。2016年度と同様に、5,000
億円程度の伸びに抑制する方針と考え
られる。
費用を抑制するための制度改正は、

「経済・財政再生計画」の改革工程表
で示されている。特に、今年度中に必

要な措置を講じる施策として、①高額
療養費（月額負担上限）の見直し②高
額介護サービス費（月額負担上限）の
見直し③軽度者に対する福祉用具貸
与・住宅改修に係る給付の適正化─が
あがっている。
今年中に検討し結論を得るが、来年
に必要な措置を講じるものとしては、
①入院時の光熱水費負担の見直し②か
かりつけ医以外を受診した場合の定額
負担の導入③介護保険の利用者負担の
在り方④介護納付金の総報酬割導入─
などが工程表に記載されている。
その一方で、今後の医療費適正化計
画やデータヘルス計画、保険者へのイ

ンセンティブ付与などについても、医
療費の伸びの要因や地域差の要因など
をさらに「見える化」し、来年度以降
の費用抑制につなげる考えを示した。
これらの中長期的な取り組みによって
生じる伸び率の鈍化を「その後の年度
の予算の自然増に反映」させる。中長
期的に効果が生じる取り組みには、「介
護療養病床等の効率的なサービス提供
体制への転換」も含まれている。
一方、厚生労働省は、改革工程表の
医療・介護事項の実施・検討状況を報
告。その中で、地域医療構想の取り組
みの１つである「回復期の充実（急性
期からの病床転換）等」について、「各

機能の必要な看護師等の人数も異なる
ことなどを踏まえ、転換に当たり妨げ
とならないような適切な診療報酬の設
定が必要」と強調した。回復期への転
換には看護師などの雇用問題を含め、
急激な変化を避けるために診療報酬で
の配慮が必要との趣旨だ。
慢性期の医療・介護サービスについ
ては、「地域医療介護総合確保基金を
有効的に活用して、在宅医療・介護施
設等を着実に整備」するとした。その
ため、2018年度から始まる第７次医療
計画と第７期介護保険事業計画で、「必
要なサービス見込み量を記載し、計画
的・整合的に確保」すると明記した。
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2018年度から始まる第 7次医療計画
の作成指針等について検討している
「医療計画の見直し等に関する検討会」
（遠藤久夫座長）は、7月 15日の会合で、
基準病床のあり方を中心に議論した。
厚労省は、基準病床数算定における論
点を示し、平均在院日数の設定等を課
題にあげた。
基準病床数制度は、病床の地域的偏
在を是正するために病床種別ごとに基
準病床数を設定している。一般病床と
療養病床は、２次医療圏ごとに全国一
律の算定式によって基準病床数が算定
される。算定式は以下のとおりだ。
①�一般病床　（性別 ･年齢階級別人口
×性別 ･年齢階級別一般病床退院率
×平均在院日数＋流入入院患者数－
流出入院患者数）÷病床利用率
②�療養病床　（性別 ･年齢階級別人口
×性別 ･年齢階級別長期療養入院 ･
入所需要率－介護施設対応可能数＋
流入入院患者数－流出入院患者数）
÷病床利用率
③�流出超過加算　都道府県における流
出超過分の１／３を限度に加算
※�上記算定式以外に「病床数の算定に
関する特例措置」および「特定の病
床等に係る特例」がある。　
基準病床数は、一般病床と療養病床

厚生労働省の「がん診療提供体制の
あり方に関する検討会」（北島正樹座
長）は７月７日、特定機能病院に医療
安全対策強化に関する承認要件を設け
ることに伴い、がん診療連携拠点病院
の要件も変更することを大筋で合意し
た。ただ２次医療圏ごとに設置してい
る地域がん診療連携拠点病院などでは、
配慮が必要との意見も相次いだ。
群馬大学医学部附属病院や東京女子
医科大学病院などで起きた重大な医療
事故を踏まえ、現在、特定機能病院の
承認要件の見直しが段階的に進められ
ている。具体的には、副院長を想定し
た医療安全管理責任者の設定、医療安
全部門の専従の医師・看護師・薬剤師
の配置、高難度新規医療技術の導入プ
ロセスの明確化などを義務化する。
都道府県がん診療連携拠点病院に特
定機能病院が占める割合は 63％。「が
ん診療連携拠点病院等の整備に関する

のそれぞれで算定されるが、既存病床
数が一般病床と療養病床の基準病床を
合わせた病床数を超える病床過剰地域
では「公的医療機関等の開設・増床を
許可しないことができる」とする量的
規制が実施されている。
一般病床の基準病床数算定に用いる
平均在院日数は、医療計画作成時の直
近の統計調査を基に、その１割短縮を
見込んで 0.9を乗じた日数で９つの地
方ブロックごとに算定されている。現
行の第６次計画（2013～ 17年度）では、
2010年の病院報告を基に平均在院日数
が１割短縮すると見込んで設定した。
一方、厚労省がこの日の検討会に示
した資料によると、過去４年間の推移
から予測される 2015年の平均在院日
数と現行計画の平均在院日数の見込み
を比べた結果、９ブロックのうち６ブ
ロックにおいて、計画上の見込みほど
には平均在院日数の短縮が見込めない
ことが推測された。ただし、この傾向
はブロックごとに異なる。
基準病床数制度に関して厚労省が提
示した論点は表１のとおりだが、「１割
短縮を見込んだ平均在院日数」の設定
に関して、短縮見込率を全国一律とし
ていることの可否を論点にあげている。
また厚労省は、基準病床数制度（医

指針」に医療安全に関する具体的な要
件がないことからも、がん診療連携拠
点病院に医療安全対策強化に関する要
件を設けることで概ね合意を得た。
一方、がん診療連携拠点病院の中に
は、２次医療圏ごとのがん医療の均て
ん化を図るための地域がん診療連携拠
点病院や、それに準じる地域がん診療
病院、特定領域がん診療連携拠点病院
がある。地域がん診療連携拠点病院に
特定機能病院が占める割合は 13％に
とどまる。このため、一定の配慮が必
要との意見が相次いだ。
全日病副会長の神野正博委員は、「都
道府県拠点病院と地域拠点病院では規
模感が違う。医療安全管理責任者の設
定などはともかく、医師・看護師・薬
剤師の専従要件などは一定の配慮を考
える必要がある」と発言した。他の委
員からも「特定機能病院と他の病院と
の大きな違いの一つは人員体制」との

療計画）と必要病床数（地域医療構想）
の関係について、①基準病床数は現時
点で必要とされる病床数であるのに対
して必要病床数は医療需要の変化に応
じた将来（2025年）の病床の必要量で
あること②今後都市部では急速な医療
需要の高まりが見込まれること③各医
療機関の自主的な取組みを前提とした
上で「都道府県知事の権限行使の具体
的な要件等について整理が必要なこと
を踏まえつつ、その関係性の整理が必
要ではないか」と提起した。
その上で、５月の会合で設置が決ま
った「地域医療構想に関するワーキン
ググループ（WG）」で考え方を整理す
ることを提案した。
これに対して、全日病会長の西澤寛
俊構成員は、「地域医療構想では病床
を４つの医療機能に区分した上で医療
需要に基づいて必要病床数を推計して
いる。毎年度の病床機能報告の結果を
受けて各医療機関の病床機能も毎年変
化していく。この変化を基準病床数が
妨げる可能性もあり、地域医療構想が
推進される中で基準病床数制度が不要
になることも考えられる。その関係性
を不問にして議論を進めても意味がな
い。WGの議論がある程度進んだ段階
であらためて議論してはどうか」と発
言、慎重な議論を求めた。
他の構成員からも「検討会における

意見が出た。
がん診療連携拠点病院の要件に関し
ては、その他の課題についても議論し
た。具体的には、①手術件数などの実
績と地域内でどれだけの患者をカバー
しているかの割合の要件が同時に満た
せない場合の調整の明確化②２次医療
圏に２か所以上拠点病院を指定する場
合の条件③本院と分院に分かれたため
に当初の要件が満たせなくなった場合
の対応─が論点となった。厚労省が示
した論点に特段の異論はなかったが、
引き続き議論を続けることになった。
同検討会は現在、来年６月の閣議決
定を予定する第３期がん対策基本推進
計画に向けた議論を進めている。多く
のがん診療連携拠点病院の次回の更新
は計画見直し後の 2018年４月以降で
あり、実際に要件の見直し案を決める
のは 2018年１月頃となる予定だ。
要件の見直しは、「がん診療連携拠

議論とWGの議論の枠割分担をどう
するのか」などの疑問が示されたが、
厚労省は「必要病床数と基準病床制度
との関係性はWGで議論していただ
く」と述べるにとどまった。
このほかに「医療機器の配置のあり
方」と「医療計画における医師の確保」
についても論点が示された。医療機
器については、CT、MRI の設置台数
が国際比較でみて多いことを示す資
料が提出されたが、構成員からは CT、
MRI の台数が多いことによるメリッ
トも検証すべきとの意見があった。
なお、厚労省はこの日の検討会に「地
域医療構想に関するWG」と「在宅医療
及び医療・介護連携に関するWG」の
構成員を発表した。地域医療構想WG
には、全日病から織田正道副会長が構
成員に加わった。

点病院等の指定に関する検討会」で別
途議論している。同日の検討会では、
静岡がんセンター総長の山口建座長が
出席し、指定要件の見直し案を説明し
た。
それによると、見直し項目は多岐に
わたる。◇緩和ケア実施件数の要件化
◇相談支援センター活動件数の要件化
─など新要件の追加のほか、副作用・
合併症・後遺症の経験豊富な医師の配
置やがんゲノム医療などの記載を追加
することなどが提案されている。

基準病床数制度見直しの議論始まる

がん診療連携拠点病院に医療安全の要件設定
地域拠点病院には一定の配慮も必要

厚労省・医療計画の見直し等に関する検討会

厚労省・がん提供体制検討会

表１　基準病床数制度に関する論点

○�基準病床数を算定する計画の期間は
これまで５年間を基本としていたが、
医療計画の期間が５年から６年に
なったことを踏まえ、どのように考え
るか。

○�一般病床の算定における平均在院日
数の経年変化見込みについて、現在
は全国一律としているが、今後どのよ
うに考えるか。

○�病床利用率は直近の率を用いること
になっているが、今後、どのように考
えるか。

○�流出超過加算について、現行の医療
提供体制等も踏まえ、今後、どのよ
うに考えるか。
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2017年通常国会に提出する介護保険
法改正について審議している社会保障
審議会・介護保険部会（遠藤久夫部会
長）は 7月 20日、介護給付見直しの具
体的議論に着手した。厚生労働省は、�
（1）軽度者への支援のあり方（2）福祉
用具・住宅改修の２点を提起した。
 厚労省が示した論点によると、（1）
については「訪問介護における生活援
助に対する給付について、『給付の見
直しや地域支援事業への移行、負担の
あり方』を含め検討を行うとされてい
ることをどう考えるか」。（2）について
は、「福祉用具や住宅改修の利用者負
担のあり方についてどう考えるか」と
し、いずれも給付の縮減を図る方向で
問題提起している。
軽度者に対する給付の縮減に対し、
委員の多くは反対もしくは慎重な考え
を示したが、経済界の委員は賛同した。
福祉用具や住宅改修に関しては、価格
実態の捕捉などで “ 外れ値 ” を排除す
る仕組みを検討することに反対する
意見はなかった。中には「公定価格を
導入すべき」との声もあった。ただし、
利用者負担を見直すことには、日本医
師会常任理事の鈴木邦彦委員など一部
の委員が反対を表明した。
この日示された論点はいずれも「骨
太の方針 2015」で提起され、「経済・
財政再生アクション・プログラム」

厚生労働省は 7月８日に「社会福祉
法人制度改革の施行に向けた全国担当
者説明会」を開催、都道府県、指定都市、
中核市の社会福祉法人担当者に、社会
福祉法人制度の改正事項について説明
した。
説明の中で厚労省は、会計監査人の
設置が義務化される社会福祉法人の基
準について、施行までの準備期間が短
いことから、「収益 10億円以上又は負
債 20億円以上」（社会保障審議会福祉
部会報告書）をベースとした上で、そ
の範囲を段階的に拡げていく考えを示
した。
この３月に成立・公布された社会福
祉法等一部改正法において、社会福祉
法が改正され、社会福祉法人の経営組
織の見直し、事業運営の透明性の向上、
財務規律の強化などを図ることになった。
改正法の一部は今年４月 1日に施行
されたが、社会福祉法人制度にかかわ
る部分は来年４月に施行される。
社会福祉法人を管轄する厚労省の
社会・援護局福祉基盤課は、６月 20
日付で「社会福祉法人制度改革の施行
に向けた留意事項」ほか４件の事務連
絡を発したほか、留意事項に関する
FAQも示しているが、会計監査人が
必置あるいは社会福祉充実計画の作成
が求められる法人の各基準や控除対象
財産の算定方法など、詳細が明らかに
なっていない事項が多い。
この日の説明会で厚労省は、６月
20日付事務連絡の内容を解説する一方、
社会福祉法人制度改革施行のスケジュ
ールを示し、主要な事項に関しては
10月に政省令と関係通知を予定してい
ることを明らかにした。
説明会の最初に挨拶した田中徹社会
福祉法人制度改革推進室長は、「改正
法の成立が遅れたこともあって、制度
改革の内容が社会福祉法人に知られて

（2015年 12月）で「2016年末までに結論
を得て、その結果に基づいて必要な措
置を講ずる」とされたもので、改革工
程表に盛り込まれている。
この見直しについては、①給付上の
制約（サービス提供者の限定等）②保
険給付率の引き下げ（利用者負担率の
引き上げ）③保険給付の中止（原則自
費）④地域支援事業への移行などが考
えられるが、厚労省は、論点で「要支援・
要介護度に応じて支援のあり方に違い
を設ける」、「介護人材の専門性に応じ
た有効活用の観点」、「その他の給付に
ついても検討を行う」などと示唆する
にとどめ、具体案を示さなかった。
厚労省はこれまで福祉用具貸与の取
り扱いにおいて、「要支援１・２およ
び要介護1」を「軽度者」としてきた。
しかし財務省や経済財政諮問会議の議
論で、「要支援１～要介護２」が「軽
度者」とされ、もっぱら要介護２まで
を「軽度者」とみなおす論調が台頭す
る中、厚労省はその定義を明確にして
いない。
このように曖昧さを残した議論となっ
たが、冒頭で、鈴木委員は議論の対象
を要介護１までとした上で訪問介護につ
いて「仮に身体介護を介護福祉士に限
定するとサービスの供給に不足が生じる
と思う」と発言し、給付に制約を課す
考え方に反対した。

いない。各自治体では、説明会等を開
催して各法人に社会福祉法人改革の内
容を分からせ、準備に努めるよう訴え
てほしい」と述べた。
また、説明に当たった担当官は、全
法人を対象に、11月と来年１月の２回
にわたって改正事項の施行に向けた準
備状況を調査する計画を示すなど、厚
労省として、各法人の準備状況をウオ
ッチする考えを明らかにした。
今回の改正によって、すべての社会
福祉法人に議決機関としての評議員会
の設置が義務づけられる。理事と評議
員の兼務は認められなくなった。その
ため、未設置の社会福祉法人は 2016
年度中に評議員（「理事の員数＝６人

以上」を超える数）を選出しなければ
ならないが、既に設置されている法人
では、既存評議員の任期は施行日の前
日（2017年３月 31日）に満了すること
になる。
この評議員の数について、小規模な
法人は施行から３年間は「４人以上」
とする経過措置が認められたが、この
小規模法人について、厚労省は「平成
27年度収益が４億円以下の法人とす
る」ことを示唆した。
改正法によって、評議員、理事、監事・
会計監査人について、新たな員数や資
格要件、選任・解任方法、任期、兼務
関係等の規定が定められた。その内容
は６月の留意事項で示されているもの

の複雑だ。説明会で厚労省は、これら
の関係を整理した一覧表を資料として
示した。
また、一定規模（会計監査人と同基
準）の社会福祉法人に義務化される「内
部管理体制の整備」に関しても、留意
事項に示した内容と内部管理体制整備
にいたる流れを、資料で示している。
その上で６月の事務連絡で示した

「定款例」について説明。「改正後の社
会福祉法人の認可基準はあらためて
10月に通知改正で示す。その際、租税
特別措置法における公益法人等に財産
を寄附した場合の譲渡所得等非課税の
特例との関係や所轄庁における定款の
確認方法等も示したい」とした。

厚労省が生活援助など“軽度者”への給付見直しを提起

厚労省が社会福祉法人制度改革説明会を開催
評議員数経過措置の対象に「2015年度収益４億円以下」の法人を予定

●社会福祉法人改革の施行スケジュール

福祉用具・住宅改修でも利用者負担のあり方が論点に厚労省・介護保険部会

軽度者への支援のあり方の論点
○�要支援者と要介護者においては給付を別にするなど支援のあり方に違いを設け
ているが、この他に、要支援・要介護度に応じて支援のあり方に違いを設ける
ことについて、どのように考えるか。

○�訪問介護における生活援助に対する給付について、「給付の見直しや地域支援
事業への移行、負担のあり方」を含め検討を行うとされていることをどのように
考えるか。その際、自立支援や重度化防止といった介護保険の理念、人材確保
に制約がある中での介護人材の専門性に応じた有効活用の観点や制度の持続
可能性の観点を踏まえた対応について、どのように考えるか。
○�その他の給付（※）について、「給付の見直しや地域支援事業への移行、負担の
あり方」を含め検討を行うとされていることを前回改正時の議論も踏まえつつ、
どのように考えるか。

（※）訪問介護における生活援助以外の介護給付及び予防給付
○�これらの検討に当たって、予防給付の訪問介護、通所介護の総合事業への移
行が、平成 29年３月までを経過措置期間としており、現在、市町村においてニ
ーズ把握や関係者の認識共有に努めていただいている状況であることをどのよう
に考えるか。
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学術レベルの向上と組織基盤の強化を担う
10月の熊本学会に１人でも多くの参加を！

シリーズ●全日病の委員会 第１回　学術委員会　　川島周委員長に聞く

全日病には 21の委員会があり、多
岐にわたる活動を展開している。医療
行政が複雑化するなかで、委員会活動
は重要性を増しているといえるだろ
う。そこで、委員長にご登場いただき、
日々の活動やご苦労について、シリー
ズでお聞きすることとした。

第１回は、学術委員会の川島周委員
長。学術委員会の主な仕事は、全日本
病院学会（全日病学会）の企画・運営
と全日本病院協会雑誌（全日病雑誌）
の編集であり、組織基盤の強化という
重要な役割を担っている。

―学術委員会の仕事を説明してくださ
い。
まず、年に１回の全日病学会の場所
の選定があります。これが一番大きな
仕事ですね。
これまでの開催地のリストをみなが
ら、最近開催していない地域、開催し
たい地域を検討します。目星がついた
段階で、その支部の役員と相談しなが
ら、決めるという手順になります。

―開催地を決めるときのポイントは何
ですか？
学会の目的は、情報を共有化し、全
日病の業績を検証することですが、も
う一つのねらいとして、加入会員の増
強があります。
全日病は全国組織ではありますが、
加入している医療機関が少ない地域も
あります。そういう地域で学会を開催
することにより、会員を増やしたいと
いうねらいがあります。

―来年の開催地は石川県ですね。
北陸新幹線が開通してアクセスがよ
くなったこともありますが、石川県の
病院に全日病に入っていただきたいと
いうことが第一の理由です。
開催地が決まったら、その支部の役
員に学術委員会に出席していただき、
開催方法について協議したり、アドバ
イスするなどして、学会に向けて準備
を進めることになります。

―学会の準備で苦労されることはあり
ますか？
最近苦労していることは、経済的な問
題ですね。以前は学会への寄付があっ

全日病学会の開催地を決める

たのですが、最近はほとんどありません。
また、大きな支部であっても、小さ
な支部であっても、学会の規模は同じ
ですから、会員数の少ない支部では負
担が大きいかもしれません（最近の学
会は 3,000人の規模となっている）。

―開催地の実行委員会をどのようにサ
ポートしていますか？
いろいろとノウハウの蓄積がありま
す。運営マニュアルを作っていて、そ
れを毎年バージョンアップしながら、
運営しています。

―全日病雑誌の発行も学術委員会の仕
事ですね。
全日病雑誌は、年に２回、学会の時
期と年度末に発行しています。学術委
員会の中に雑誌編集委員会があり、作
成に当たっています。
全日病雑誌は、学会の発表演題のう
ち、優秀なものを選んで編集していま
す。学会の演題は、500～ 600くらい
集まりますが、その中から優秀な演題
を座長に推薦していただき、それを中
心に全日病雑誌に投稿してもらいます。
投稿してもらった原稿は、学術委員会
の委員を中心に他の常任理事にもご協
力いただいて査読を行い、発表にふさ
わしい内容かどうかをチェックしてい
ます。さらにその中から、最優秀演題
と優秀演題２つの３題を選び、全日病
学会の懇親会の際に表彰することとし
ています。
以前ですと論文を投稿するのはほと
んどが医師で、看護師や検査技師が投
稿することはあまりなかったのですが、
コメディカルの人に投稿してもらうこ
とで、その人の能力が向上しますし、
ひいては会員医療機関のレベルアップ
になります。学術的レベルの向上の一
助になることを目指して全日病雑誌を
発行しています。

―夏期研修会も学術委員会のご担当で
す。
今年の夏期研修会は、８月 28日に
富山で開催します。学会との違いは、
運営の大部分を本部において進めてい

学術レベルの向上を目指して
全日病雑誌を発行

夏期研修会で組織基盤を強化

ることです。支部にお願いするのは、
日時の決定と特別講演の企画で、富山
の研修会では、南砺市立福光美術館の
片岸昭二館長に「世界のムナカタ（棟方
志功）と富山」のテーマでご講演いた
だくほか、東京医科歯科大学大学院の
川渕孝一教授から、「今後の医療行政
の “ 風 ” を読む」のテーマで講義して
いただく予定です。
夏期研修会の目的も会員数の増強で
す。東京に集まるだけでなく、全国に出
かけていって、全日病の存在価値をア
ピールして全日病に入っていただくこと
が大切。夏期研修会を通じて、本部と
各支部のつながりをつくり、それをきっ
かけに学会の開催地を引き受けていた
だくという意味もあります。学会と夏期
研修会の２本立てで組織を強化する役
割を持っているということですね。

―10月に開かれる熊本学会の準備状
況を教えてください。
４月に大きな地震が起きたときには、
正直言ってあきらめかけていたのです
が、熊本支部が一丸となって学会を開
催すると意思表示をしていただき、開
催することになって本当に感謝してい
ます。演題数も例年と同じくらい集ま
っています。経済的な面でたいへんな
のですが、常任理事会で相談していた
だき、１人でも多くの人に学会に参加
してもらうことで支援の柱とすること
になりました。
地震を受けて、プログラムに一部修
正を加え、被災県としての経験を踏ま
えた発表を行う予定になっています。
熊本地震の経験を次に活かし、意義の
ある学会にしたいと思います。
今回の地震に当たり、全日病と日本
医療法人協会が共同でAMATを派遣
し、医療支援を展開したことは画期的
だったと思いますが、その報告も学会
の特別企画として予定されています。
そのほかにも、医療政策が大きく動
いているときであり、学会で議論する
テーマは多くあります。地域医療構想
の策定に民間病院として、どうかかわ
っていくかという問題があり、学会で
議論を深めることになると思います。

―地震を乗り越えて開催される学会だ
けに成功させたいですね。

熊本学会への参加を支援の柱に

全日病として、義援金を集めたり、
ＡＭＡＴを派遣して被災地を支援して
います。熊本に対する３番目の支援と
して、学会に参加することにより、大
きなインパクトが期待できると思いま
す。ぜひ多くの方に参加をお願いした
いですね。私の病院でも、例年よりも
参加者を倍増させることにしています。

―学術委員会の今後の展望を聞かせて
ください。
学術委員会としては、全日病雑誌の
充実を図りたいと考えています。外部
からみて、雑誌が学術委員会のシンボ
ルですので、これを充実させるべきだ
ろうということです。
しかし、それは難しいことでもあり
ます。委員会の人数や年間の開催回数
は決まっていますので、その枠を広げ
ることができれば、いろいろな企画を
打ち出したり、内容を充実させること
ができると思うのですが、実際には大
変でしょう。
委員の先生はみなさん多忙ですし、
経済的なことも制約になりますね。そ
のためにも、会員数を増やさないとい
けない。課題はいろいろあると思いま
すが、全日病雑誌の拡充に向けて取組
みたいと考えています。

―お忙しいところ、ありがとうござい
ました。

全日病雑誌の充実が課題

学術委員会・委員
委員長　　　　川島　　周
委　員　　　　稲波　弘彦
委　員　　　　今村　康宏
委　員　　　　大田　泰正
委　員　　　　小森　直之
委　員　　　　鶴谷　英樹
委　員　　　　成川　守彦
担当副会長　　神野　正博
担当副会長　　美原　　盤
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全日病はこのほど、「病院のあり方に
関する報告書 2015－ 2016年版」を
刊行し、会員病院をはじめ、関係方面
に送付した。そのポイントを紹介する。

報告書は、「高齢社会がピークに達
する 2025年の医療介護提供体制のあ
り方の検討と提言」について、西澤寬
俊会長から委嘱を受け、病院のあり方
委員会（徳田禎久委員長）が 2014年４
月から２年をかけて検討してきた。
全日病は、1998年の「中小病院のあ
り方に関するプロジェクト委員会報告
書」刊行以降、2000年からほぼ隔年で
「病院のあり方に関する報告書」を発
刊。一貫して理想的な医療提供のあり
方に関して政策的な提言と病院自らが
行うべき質の高い医療提供のために
取り組むべき具体的事項を示してき
た。「報告書」は、全日病の活動の基本
と位置付けられ、各種委員会を中心に
種々の取組みが行われている。
2015－ 2016年 版 の 報 告 書 で は、
2025年に想定される人口減少と高齢社
会の進展、疾病構造の変化という確定
的な社会構造の変化を踏まえた現実的
な対応を中心に検討した。

問題が複雑化し検討に時間を要す
今回の報告書は４年ぶり、７回目の
発刊となる。これは、ＮＤＢなど医療
に関するビッグデータの利用が始まっ
たものの分析方法とその結果を政策に
反映する方法が未だ確立していないこ
と、少子高齢化の対応は医療機関のみ
では不十分であり、地域全体について
検討する必要があることなど、問題が
複雑化したことにより、検討に時間を
要したためである。
2011年版報告書において必要なテー
マは網羅されていたと判断され、基本
的に章立ての変更はない。
報告書の構成は表１の通り。以下、
章ごとに報告書のポイントをみる。

「2025年の日本」を想定し現実的対
応示す
第１章では、「2025年の日本」を展望
し、想定される人口構造の変化やそれ
に対応する疾病構造の変化、あるいは
医療介護需要の変化について、記載内
容を更新するとともに、これらの環境
変化のもたらす影響に関して改めて会
員病院に注意喚起している。同時に、
確実視される従業員の不足を想定した
対応を会員病院に求めている。
新たに現場の問題として浮上してい
る認知症患者への対応と看取りの場の
問題に言及した。認知症患者への対応
では、自院で認知症を合併する患者に
対応できるように専門知識の獲得が必
要としている。
看取りの場の問題は、地域全体の問
題としてとらえるべきものとしている。
2025年には、年間死亡者数は 150万人
を超え、病院のみで受け入れることは
困難となる。高齢者が望むような在宅
での対応は、在宅医療・介護の担い手
不足から物理的に困難になると指摘。
このため、老い方や死に方に関する意
識調査を行い、健康状態や集団生活の
許容の可否、介護の担い手の有無など
を確認するとともに、医療機関、介護
系施設、在宅等の看取りに関する資源
の現状分析を行って現実的な対応が望
まれるとしている。

財源問題で後手を踏まない対応を
社会保障に関する財源問題を再検討
し、国が進める医療費の適正化対策の
内容を示した。財務省が主導する病床
削減・地域差是正などによる医療費適
正化政策の是非を検討し、後手を踏ま
ないような積極的関与が必要とすると
ともに、医療者側、患者側のそれぞれ
が考えなければならない問題もあるこ
とを指摘した。
社会保障費の費用分担の公平性に関
して、可処分所得・資産にあわせた負
担が必要であるとするとともに、マイ
ナンバー制度の適切な運用、あるいは
高齢者の可処分所得の減少に対応する
リバースモーゲージの普及が急がれる
としている。

地域特性を踏まえた対応を求める
第２章「医療の質と安全確保」では、
会員施設が遵守すべき事項として、医
療の質、安全に加えて、新しく始まっ
た医療事故調査制度への取組みを記載
している。医療事故調査制度施行後の
課題を指摘して、具体的運用体制の構
築と適切な実施が必要としている。
第３章「医療費」では、医療費の現
況を更新したほか、過去の主張と同様、
「望ましい医療水準と医療費」の議論
が必要であると指摘。医療費財源とし
て、消費税の目的税化を是認している。
第４章「医療圏」では、地域医療構
想にも関係することから、地域特性と
いう視点で再考察している。人口減少
の少ない都市部と減少が著しい地方で
は、異なる対応が必要であることを具
体的事例にて提言した。都市部では、
今後の推移を見守り短期間で見直しが
必要であること、地方では、公私の区
別を超えて集約的連携と、広域で対応
する効率的な体制づくりが必要である
ことを示した。

地域包括ケアにおける病院の役割
第５章「医療提供体制」では、「地域
医療構想」に関連した入院医療に関す
る国の方針を示し、日医や病院団体の
提言との違いを示している。
前回報告書との大きな違いは、具現
化しつつある地域包括ケアシステムに
対して病院がどうあるべきかを示した
ことであり、ICTの利用など連携ネッ
トワークの構築が必要としている。ま
た、中小の地域密着型病院が多い会員
病院には、「地域包括ケア病院」として
の対応が必要としている。

在宅医療にケースミックスを導入
第６章「診療報酬体系」は、前回の
診療報酬・介護報酬体系から診療報酬
のみに限定した記載となっている。こ
れまでの主張と大きな変更はないが、
改めて入院に関しては病棟単位の機能
分化とそれに対する支払制度が必要で
あることを示した。また、在宅医療お
よび地域包括ケア病棟の診療報酬体系
のあり方を追加している。
在宅医療については、医療療養病床
に用いられている医療区分・ＡＤＬ区
分のようにデータに基づくケースミッ
クス方式を導入し、報酬格差を設ける
べきとしている。
地域包括ケア病棟については、急性
期後や回復期が中心となっている現在
の報酬に加え、在宅や介護施設からの
急性期対応も必須であると指摘。2016
年度改定で、手術・麻酔の出来高請求
が認められたことを評価している。

高齢者の定義の見直し求める
第７章「医療従事者」では、医療従
事者の需給見通しを更新した。介護職
員の需給にも言及し、確実視される従
事者不足に対しては、国の対応を要望
している。
介護職は 2025年には 30万人の不足
が予測されるが、人口減少のなかで充
足される可能性は小さいとみている。
さらにこの推計には、医療現場で必要
となる介護職員は含まれていないので
不足数はさらに多くなると指摘し、外
国人労働者導入の可能性に言及してい
る。EPAによる看護・介護職員の導
入は年間 1,000人程度であり、介護職
員不足を解消するには程遠い。10万人
規模の導入を実現するため、現地での
日本語学校設立、日本語習得者に対す
る看護・介護の教育を現地で行うなど、
抜本的な議論が必要としている。
医師については、医学の進歩や専門
分化の進展により、医師の業務量は格
段に増加し、必要医師数は上振れする
と予測。医師の養成数は、今後の医療
ニーズとの対比で、検討する必要があ
るとしている。
さらに第７章では、「医療従事者確
保のための高齢者の定義の見直しと人
口増政策」を提言している。現在は 65
歳以上を高齢者と定義しているが、「70
歳以上を高齢者と考える」という調査
結果を紹介（内閣府が 2002年に行った
意識調査）。報告書は、高齢者を 75歳
以上とし、「後期高齢者」という言葉は
廃止し、政策を変更すべきと提言して
いる。

医療基本法をめぐる経緯を紹介
第８章「病院における情報化の意義
と業務革新」では、前回に引き続き情
報化の意義、あるいは急速に進展する
ICT への基本的対応、これを利用し
た施設運営に資する内容を記載した。
第９章「産業としての医療」では、
医療を産業としてどうとらえるかを記
載した。今回は、日本経済の視点と地
域経済の視点で２つの視点からくわし
く考察している。
第 10章「医療基本法」では、国会に
おける議論が始まることを想定してこ
れまでの流れを詳細に記載した上で、
全日病の考え方を述べている。権利と
義務の関係ではなく、信頼の創造を求
める考え方を説明し、全日病版の医療
基本法案を提示している。

2025年に向けた今後の病院経営
巻末では、2025年に向けた今後の病
院経営について、専門家の指摘のエッ
センスをまとめて記載。過去の報告書
が示してきた医療機関の運営に必要な
取組み内容を踏まえ、さらに具体的な
対応を示している。
①地域で求められる機能の実現
自院の立ち位置の客観的評価が重要
であり、そのために経営判断に資する
データ作成を行う部門の設置を推奨。
②�幅広い知識と実務経験を持つ病院経
営専門家の養成・確保と費用の管理
診療報酬改定にあわせた姑息的な対
応では立ち行かなくなることは明らか
で、トップマネジャーは経営に特化す
るか、専門家を配置して運営する必要
がある。
③将来に向けたマンパワーの確保
若年者の採用は厳しくなると予測さ
れることから、専門職を含めたアクテ
ィブシニアの登用が必須である。また、

可能な限り、業務の簡素化を図り、生
産性向上を図るべきである。
④�人口減少が明らかな地域における他
産業との協調による地域活性化、街
づくりへの参画および「地域包括ケ
アシステム」への積極的関与
人口減少圏域は医療需要が減少する
のみならず、地域全体の経済活動も縮
小することから、無策のままでは経営
への影響は必至であるとし、地域活性
化・街づくりへの参画を求める。

終わりに
今回の報告書は、2025年に向けた国
の議論を踏まえ、会員病院に向けて現
実的な対応策を中心に構成している。
「社会保障費増大に一定程度のキャッ
プをはめようとする国の動きは必然で
あるが故に、我々医療提供側にもより
大胆な改革が求められる」とし、経営
体制の強化を呼びかけている。

病院のあり方に関する報告書 2015〜2016年版を発刊
4年ぶりの発刊、2025年の医療介護提供体制のあり方を検討

表１　報告書【目次】

はじめに

第１章「2025 年の日本」を想定
した報告書

第２章 医療の質と安全確保

第３章 医療費

第４章 医療圏

第５章 医療提供体制

第６章 診療報酬体系

第７章 医療従事者

第８章  病院における情報化の意
義と業務革新

第９章 産業としての医療

第10章  「医療基本法」制定に向
けて―医療基本法案（全
日病版）提案の経緯―

巻末  2025 年に向けた今後の
病院経営―各施設が取る
べき対応

おわりに

徳田委員長のコメント

現場感覚
で理想的な
医療提供体
制を論じ、
しかも自ら
良質な医療
提供のため
に行うべき
課題と実践
に関する提
言を行って
きて、ほぼ20年になる。
今回は、これらの取組みの総括
とも言うべき報告書ととらえてい
る。何故なら、近未来の医療介護
政策がほぼ確定した中での検討で
あったが、過去の主張を大きく変
更すべき項目・内容がなかったた
めである。
今後、財政難・少子高齢社会の
進展に見合う医療提供体制はどう
あるべきか、より第３者的視点で
の検討を要するであろう。
真摯な検討をいただいた各委員
を始め、関係者の皆様の協力に深
謝する。

徳田禎久
病院のあり方委員会委
員長
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全日本病院協会が主催する「第 58回
全日本病院学会 in�熊本」（学会長・山
田一隆社会医療法人社団高野会理事長、
熊本県支部長）は、「地域医療大改革～
豊かな未来への取り組みをくまもとか
ら～」をテーマに掲げ、この 10月８日・
９日の２日間にわたり、熊本市で開催
される。
演題登録はすでに締め切られたが、
演題数は 2014年度の福岡学会を上回
る 576題に達した。現在は事前参加の
登録を受け付けている（締切は８月 24
日）。熊本地震にもかかわらず、その
数は順調に増えている。
４月の地震発生以降、熊本地方は着
実に復興の歩みを進めており、学会の
成功は復興の後押しとなる。より多く
の会員病院が参加することを通じて、
支援の輪が広がることが期待される
（９月１日号に山田一隆学会長のイン
タビューを掲載する予定です）。

「災害時における医療提供のあり方」
をプログラムに追加
この４月に熊本県を中心に発生した
地震は、市民生活にとどまらず、病院
等の医療機関にも大きな被害をもたら
した。全日病は、ＡＭＡＴの派遣や支
援物資の提供を通じて、救援活動を展
開。余震の恐れが消えるとともに、力
強い復興の動きが広がっている。
各地の会員病院から寄せられる演題
登録の後押しもあり、熊本県支部と学
会実行委員会は、宿泊施設や会場の確
認調査を踏まえ、予定どおり学会を開
催する方針を決定。５月 21日の第１
回理事会・第２回常任理事会に報告し
た。理事会は、この方針を全面的に支
持し、学会開催を通じて熊本地方の復
興を支援することを確認した。
こうした経緯を受け、学会実行委員

会（委員長・田中英一医療法人田中会
理事長）は、全国から訪れる参加者が
安心して学会に臨み、所期の成果を収
めることができるよう、学会の成功に
向けて最大限の努力を傾けている。
熊本学会のプログラムは最後の調整
を経てまもなく固まる見通しだが、学
会実行委員会は熊本地震を受けて、災
害時の医療提供をテーマとした特別セ
ッション（「平成 28年熊本地震～災害
時における医療提供のあり方～」）の
追加を決めた。今回の地震における経
験を共有していく上で貴重な機会とな
るものと関係者は期待を寄せている。
各委員会が企画運営するプログラム
として、以下のようなテーマが検討さ
れている。いずれも病院経営の今後に
大きな意味をもつものといえる。
○�地域医療連携推進法人（医業経営・
税制委員会）
○�平成 28年度診療報酬改定（医療保
険・診療報酬委員会）
○�病院・施設における身体拘束の現状
と予防策（高齢者医療介護委員会）
○�社会の変化に病院はどう対応すべき
か－プライマリ・ケアの視点か
ら（プライマリ・ケア検討委員会）

熊本城に隣接する会場
当日はろうそくの灯りが街を彩る
熊本学会の会場は、熊本市民会館（シ
アーズホーム夢ホール）と熊本市国際
交流会館を主会場に、熊本ホテルキャ
ッスルと一番館を含む４施設からなる。
主会場となる熊本市民会館と熊本市国
際交流会館は熊本城正門に隣接してお
り、そのほぼ真北に熊本城がある。　
熊本城は４月の地震で石垣の一部が
崩落するなどの被害を受けたため、現
在多くの部分が立入禁止となっている。
しかし、熊本市民会館に面した「桜の

馬場の城彩苑」を経由して行ける二の
丸広場から、天守閣や櫓（やぐら）な
どを見ることはできる（通行は午前９
時～午後６時半に限定されている）。
熊本城見学の旅の入口であり、肥後
54万石の歴史と食文化を体験できる
「桜の馬場 城彩苑」では、熊本城おも
てなし武将隊や熊本市公式キャラクタ
ーのひごまるによる演舞やショーを観
覧できる。
残念ながら地震のために熊本城の勇

壮な城郭を間近にみることはできない
が、世界に誇る日本の名城を支援する
輪は被災後も全国に広がっている。
熊本学会の開催当日は、熊本城、市
民会館から続く道路を舞台に、ろうそ
くの灯りで街を幻想的に彩る市民祭
「熊本暮らし人祭り “ みずあかり ”」が
行われる。
熊本学会で未来の医療を語り、当面
の改革課題で意見を交わし、全国の会
員病院と交流を深めてはどうだろうか。

第58回全日病学会を予定どおり熊本市で10月８日・９日に開催

【主な協議事項】
●平成28年度の入退会状況
正会員として以下の入会を承認した。
北海道	 	独立行政法人国立病院機

構函館病院　院長　加藤
　元嗣

群馬県	 医療法人原会原病院
	 院長　原　淳子
東京都	 関野病院
	 院長　関野　久邦
神奈川県	 医療法人丹沢病院
	 副院長　関口　剛
岡山県	 医療法人東浩会石川病院
	 院長　石川　泰祐
福岡県	 	医療法人シーエムエス柳

川すぎ病院
	 理事長　杉　健三
福岡県	 	医療法人シーエムエス日

の出町すぎ病院
	 院長　名取　省一
福岡県	 	社会医療法人社団至誠会

木村病院
	 理事長　木村　寛
他に退会が４会員、正会員から準会
員への会員種別変更が１会員あり、合
計2,484会員となった。
準会員として以下の入会を承認した。
東京都　医療法人社団翔医会東京国
際空港診療所。他に正会員から準会員
への会員種別変更が１会員あり準会員
は73会員となった。
賛助会員として以下の入会を承認し
た。大和ハウス工業株式会社（大阪府、
代表取締役社長・大野直竹）、一般社
団法人全日本病院退職金共済会（東京

都、理事長・川内章裕）。賛助会員は
93会員となった。
●平成28年熊本地震に係る年会費等
の減免について
平成 28年熊本地震に係る年会費等
の減免について承認した。
【主な報告事項】
●青森県支部副支部長、大分県支部副
支部長の交代について
青森県支部副支部長の小野光貞先生

（弘前小野病院）が退任し、淀野啓先
生（鳴海病院）が就任。また、大分県
支部副支部長の松本文六先生（へつぎ
病院）が退任したことが報告された。
●審議会等の報告
「中央社会保険医療協議会入院医療
等の調査・評価分科会」、「中央社会保
険医療協議会総会」、「医療計画の見直
し等に関する検討会」、「療養病床の在
り方等に関する特別部会」、「医療介護
総合確保促進会議」、「全国在宅医療会
議」、「がん診療提供体制のあり方に関
する検討会」、「レセプト情報等の提
供に関する有識者会議」の報告があり、
質疑が行われた。
●講習会、研修会について
「平成 28年度 ADL維持向上等体制
加算研修」、「第 11回医療機関トップ
マネジメント研修」、「個人情報管理・
担当責任者養成研修会ベーシックコー
ス（東京会場）〜改正個人情報保護法
改正マイナンバー法に対応するために
〜」の概要が報告された。
●病院機能評価の審査結果について
□	主たる機能 (3rd Ｇ：Ver.1.0	〜順

不同）
６月３日付けで以下の 29病院が、
日本医療機能評価機構による病院機能
評価に認定・更新されたと報告された。
◎一般病院１
北海道	 余市病院　新規
石川県	 金沢西病院　更新
長野県	 穂高病院　更新
長野県	 竹重病院　更新
岡山県	 落合病院　更新
福岡県	 糸島医師会病院　更新
福岡県	 ヨコクラ病院　更新
大分県	 佐藤第一病院　更新
鹿児島県	 昭南病院　更新
◎一般病院２
東京都	 	日本医科大学付属病院	

新規
兵庫県	 	西宮渡辺心臓・血管セン

ター　新規
東京都	 荻窪病院　更新
東京都	 立川病院　更新
神奈川県	 大船中央病院　更新
三重県	 	三重中央医療センター	

更新

京都府	 京都桂病院　更新
大阪府	 阪和住吉総合病院　更新
大阪府	 関西電力病院　更新
兵庫県	 	吉田病院付属脳血管研究

所　更新
広島県	 浜脇整形外科病院　更新
福岡県	 福岡新水巻病院　更新
福岡県	 	福岡市立こども病院　更

新
熊本県	 宇城総合病院　更新
熊本県	 熊本機能病院　更新
◎リハビリテーション病院
高知県	 高知病院　更新
◎慢性期病院
群馬県	 内田病院　新規
徳島県	 	保岡クリニック論田病院

更新
福岡県	 原土井病院　更新
◎精神科病院
栃木県	 鹿沼病院　更新
６月３日現在の認定病院数は合計
2,228病院。全日病会員数のうち、認
定病院数の占める割合は 34.6％とな
っている。

2016年度　第4回常任理事会の抄録　7月16日

地震の影響を乗り越えて準備が進む。演題登録も576題に達する第58回全日本病院学会in 熊本

熊本市民会館

◎「第 58回全日本病院学会 in 熊本」の開催概要
学会テーマ 「地域医療大改革 ～豊かな未来への取り組みを くまもとから～」
開 催 日 程 2016年10月８日（土）・９日（日）

開 催 場 所 熊本市民会館（シアーズホーム夢ホール）、熊本市国際交流会館、
熊本ホテルキャッスル、一番館

主　   催 公益社団法人全日本病院協会

学  会  長 山田一隆（社会医療法人社団高野会理事長・高野病院院長、全日本病院
協会熊本県支部長）

実行委員長 田中英一（医療法人田中会理事長）
事 務 局 全日本病院協会熊本県支部（社会医療法人社団高野会高野病院内）

運営事務局
学会サポートセンター熊本（株式会社コンベンションサポート九州）
〒860-0811 熊本市中央区本荘1-1-1 熊本大学医学部附属病院内　
Tel.096-373-9188  Fax.096-363-0867  E-mail : ajha58kumamoto@higo.co.jp

◎参加費

協 会 会 員 事前登録 理事長・院長／32,400円 左記以外の方／10,800円
当日登録 理事長・院長／37,800円 左記以外の方／12,960円

一般・学生 事前登録 一般／12,960円 学生／（当日登録のみ）
当日登録 一般／16,200円 学生／1,080円

PHJが全日病に義援金
平成 28年熊本地震に対する全日
病の医療救援活動に対して、国際
医療支援団体として活躍する認定
NPO 法人ピープルズ・ホープ・ジ
ャパン（PHJ）から義援金が寄せられ
た。PHJ が緊急支援として集めた義
援金は 1,200万円に達し、７月 15日、
PHJ の小田晉吾理事長から、全日病
の西澤会長に手渡された（写真）。

PHJ は 1997年に発足。医療関係者
を中心に多くの会員を擁し、主にア
ジアの途上国に対する医療支援を行
っている。
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社会保険診療報酬支払基金（支払基
金）の見直しなどを協議している厚生
労働省の「データヘルス時代の質の高
い医療の実現に向けた有識者検討会」
（西村周三座長）は７月８日、当面の
検討事項を了承した。審査の効率化と
データ活用の課題について、２つのワ
ーキンググループ（WG）を設置し、集
中的に議論することを決めた。秋以降、
WGの検討結果を踏まえ、具体的な組
織体制も含め、審査支払機関のあり方
を協議する。

厚生労働省は７月 11日の「保険者に
よる健診・保健指導等に関する検討会」
で、2014年度特定健診・保健指導実施
率について公表した。特定健診・特定
保健指導の実施率はともに前年度より
も伸びているが、依然として目標と乖
離しているため、さらなる実施率の向
上に向けた取り組みが必要とした。
2008年度から保険者が取り組んでい
る特定健診・保健指導は現在、第２期

厚生労働省は６月 24日付けで、透
析治療で個室を使用した場合などを選
定療養の対象とし、患者からの差額徴
収を認める内容の通知を厚生局に送っ
た（保医発 0624第３号）。
通知は、外来医療でも療養環境の向
上に対するニーズが高まりつつあると
し、一定の要件を満たす診察室などに
ついて、「妥当な範囲の負担を求める
ことを認める」と明記。概ね１時間を
超える治療において差額徴収を認める
とし、外来の特別な療養環境として、

有識者会議は、規制改革会議の健康・
医療WGの指摘を受け、４月にスタ
ート。同WGは、診療報酬の審査に
ついて「現行の支払基金を前提とした
組織・体制の見直しではなく、ゼロベ
ースで見直す」と提案。これを踏まえ、
有識者会議は、審査・支払や組織のあ
り方だけでなく、データヘルスの推進
など保険者機能を強化する新たなサー
ビス、ICT とビッグデータを活用し
た医療の質についても議論している。
今回、西村座長からこれまでの議論

医療費適正化計画（2013年度～ 2017年
度）の期間中で、2017年度における目
標は特定健診 70％、特定保健指導 45
％としている。
2014年度の実施率は、特定健診は
48.6％（2013年度 47.6％）、特定保健
指導は 17.8％（同 16.8％）と前年度よ
りも伸びている。
健保組合や市町村国保といった保険
者の種類別でみると、いずれの保険者

①完全な個室（間仕切りによる区画化
は不適）、②静謐な環境下で受診でき
る構造設備の確保を満たすこと等の要
件を示した。
また、選定療養として認められる検
査の範囲を拡大。患者の不安を軽減す
る必要がある場合に回数制限を超えて
行われる腫瘍マーカー検査として、現
在認められているAFP、CEAに加え
て、比較的頻繁に測定され、特異度が
高い PSA、CA19－９を加えた。
そのほか、予約診察を行う時刻につ

を踏まえて当面検討すべき事項と進め
方について考え方が示された。
検討事項は、①審査の効率化と審査
における不合理な差異の解消②医療・
介護のサービスの質を高めるための
データ活用―の２点で、それぞれWG
を設置して議論する。
審査の効率化については、コンピュ
ータチェックと職員の審査の役割分担
の見直し、コンピュータチェックにお
けるAI の活用などを検討する。不合
理な差異の解消では、審査支払機関間

も特定健診の実施率は前年度よりも伸
びたものの、特定保健指導の実施率は
全国健康保険協会 14.8％（同 15.3％）、
健保組合 17.7％（同 18.0％）、船員保
険 5.9％（同 7.1％）が低下している。
厚労省は特定健診・特定保健指導の
実施率について毎年着実に伸びている
としたものの、特に特定保健指導の実
施率が低いことから秋以降、特定保健
指導の実施率向上についての議論を進

いて、夜間・休日・深夜でも差し支え
ないとした（時間外・休日・深夜加算
は算定できない）。
また、24日付けで、「療養の給付と
直接関係ないサービス等の取扱いにつ
いて」の改正を通知（保医発 0624第３
号）。タミフルやリレンザなどの予防
投与について患者に費用請求できるこ
とを示した。
同通知は、患者に実費を請求できる
行為や物品の範囲を示すもので、今回、
「感染症の予防に適応を持つ医薬品の

や地域間の審査の差異の見える化など。
データ活用については、保険者機能
や地域包括ケアの推進のための審査支
払機関のデータ活用、データ活用を進
める上での審査支払機関の役割などを
議論していく方針だ。

める考えを示した。
一方、同検討会では第３期実施計画
に向け、特定健診の標準的な質問票の
見直しを了承した。
新たに咀嚼機能を把握する項目を追
加し、「何でもかんで食べることがで
きる」などの回答選択肢を加える。反
面、「この１年間で体重の増減が±３
kg以上あった」の質問項目は削除する。
また、詳細な健診項目について、12
心電図と眼底検査の実施基準の見直し
を検討したが、継続審議となった。

投与」が対象に追加された。既にイン
フルエンザの予防接種は実費請求が認
められているが、タミフルやリレンザ
といった内服薬の予防的投与も同様の
取扱いであることを明確化した。
そのほか、「患者都合のキャンセル
により使えなくなった検査薬剤」「院内
託児所の利用料」「手術後のがん患者に
対する美容・整容の実施・講習」「有床
義歯への刻印（刻印・プレートの挿入
等）」も「療養の給付と直接関係ないサ
ービス等」に追加。実費請求の手続き
は従前どおり、院内掲示や患者の同意
書面が必要となる。

審査の効率化とデータ活用でＷＧを設置

厚労省が特定健診・保健指導の2014年度実施率を公表

選定療養対象の検査や実費サービスの範囲拡大を通知

審査支払機関のデータ活用を議論厚労省・有識者会議
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■�現在募集中の研修会（詳細な案内は全日病ホームページをご参照ください）

研修会名（定員） 日時【会場】 参加費�会員（会員以外） 備考

第３回　看護師特定行為研修指導者講
習会（仙台会場）� （50名）

2016年９月３日（土）
【TKPガーデンシティPREMIUM
仙台東口】

10,000円（税込）
※資料代、昼食代を含みます。

本講習を修了した参加者に対して「修了証書」を交付
します。

第11回　医療機関トップマネジメント
研修コース� （30名）

2016年９月～ 2017年１月
【全日病会議室】

324,000円（税込）
※食事代、懇親会費を含みます。

理事長・院長の役職にある方、または将来の理事
長・院長候補の方が対象。グループワークで解決方
法を考えるケーススタディ形式が特徴です。

個人情報管理・担当責任者養成研修会
ベーシックコース（東京会場）� （90名）

2016年 8月 31日（水）
【全日病会議室】

12,960円（17,280円）（税込）
※資料代を含みます。

改正個人情報保護法・改正マイナンバー法に対応す
るための研修会です。

ADL維持向上等体制加算研修
� （150名）

2016年 ９ 月 18日（ 日 ）・19日
（月・祝日）　【全日病会議室】

32,400円（43,200円）（税込）
※受講料、テキスト代を含みます。

ADL 維持向上等体制加算の施設基準に合致した、
医師を対象としたリハビリテーションの研修です。
終了後に、「修了証」を発行します。
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